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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり中

間（当期）純損失であるため記載しておりません。 

回次 第６期中 第７期中 第８期中 第６期 第７期 

会計期間 

自平成16年 
９月１日 

至平成17年 
２月28日 

自平成17年 
９月１日 

至平成18年 
２月28日 

自平成18年 
９月１日 

至平成19年 
２月28日 

自平成16年 
９月１日 

至平成17年 
８月31日 

自平成17年 
９月１日 

至平成18年 
８月31日 

売上高（千円） 724,313 1,274,934 1,110,661 2,314,889 2,861,913

経常利益又は経常損失（△）

（千円） 
789 △172,505 △541,029 278,915 △437,425

中間（当期）純損失（千円） 1,727,485 166,245 1,594,757 1,596,331 830,735

純資産額（千円） 2,729,521 5,663,895 3,428,079 4,919,277 5,208,715

総資産額（千円） 5,930,635 6,337,283 4,097,505 6,619,348 5,941,017

１株当たり純資産額（円） 71,107.21 126,641.07 75,416.80 116,706.06 115,177.72

１株当たり中間（当期）純損

失金額（円） 
47,735.09 3,726.23 35,517.98 41,711.25 18,595.51

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額（円） 
― ― ― ― ―

自己資本比率（％） 46.0 89.4 82.8 74.3 86.7

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△53,013 △179,587 △153,125 103,599 △607,388

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△2,199,169 △1,207,002 598,004 △3,761,459 △1,060,707

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
4,987,256 43,925 △33,357 5,127,088 44,182

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（千円） 
4,491,863 1,890,336 2,020,241 3,226,588 1,606,648

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数）

(人) 

115 

(19)

129

(11)

195

(22)

126 

(12)

199

(13)



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、第７期中、第７期及び第８期中の潜在株式は

存在するものの１株当たり中間（当期）純損失であるため記載しておりません。 

回次 第６期中 第７期中 第８期中 第６期 第７期 

会計期間 

自平成16年 
９月１日 

至平成17年 
２月28日 

自平成17年 
９月１日 

至平成18年 
２月28日 

自平成18年 
９月１日 

至平成19年 
２月28日 

自平成16年 
９月１日 

至平成17年 
８月31日 

自平成17年 
９月１日 

至平成18年 
８月31日 

売上高（千円） 724,313 608,808 387,837 1,681,792 1,471,280 

経常利益又は経常損失（△）

（千円） 
17,723 △116,684 △316,568 313,461 △204,410 

中間（当期）純利益又は中間

（当期）純損失（△）（千

円） 

3,154 △108,456 △2,449,315 153,023 △610,490 

資本金（千円） 1,873,486 3,261,679 3,264,399 2,806,287 3,261,859 

発行済株式総数（株） 38,754.36 45,096.41 45,332.41 42,522.51 45,105.41 

純資産額（千円） 4,455,875 7,422,169 4,463,202 6,627,081 7,079,029 

総資産額（千円） 7,378,232 7,663,854 5,375,776 7,893,622 7,391,578 

１株当たり純資産額（円） 116,080.76 165,954.96 99,270.51 157,222.41 158,250.73 

１株当たり中間（当期）純利

益金額又は１株当たり中間

（当期）純損失金額（△）

（円） 

87.17 △2,430.94 △54,550.46 3,998.42 △13,665.45 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額（円） 
79.09 ― ― 3,585.28 ― 

１株当たり配当額（円） ― ― ― ― ― 

自己資本比率（％） 60.4 96.8 83.0 84.0 95.8 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 

（人） 

47 

(18) 

60 

(9) 

80 

(13) 

49 

(10) 

80 

(10) 



２【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループが営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 



３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は当中間連結会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しておりま

す。 

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない営業・管理部門に所属

しているものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は当中間会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

(3) 労働組合の状況 

    労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であり、特記すべき事項はありません。 

  平成19年２月28日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

システムソリューション事業 89  （8） 

プロダクツ事業 24  （2） 

コンサルティング事業 4   (-） 

サービス事業 45  （8） 

全社（共通） 33   (4) 

合計 195  (22) 

  平成19年２月28日現在

従業員数（人） 80(13)  



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、輸出や設備投資の堅調な増加、雇用状況の改善など徐々に景気回復

の兆しを見せている状況にあるといえます。 

 そのような中、当社グループを取り巻く環境といたしましては、非接触ＩＣ機能等、携帯電話の新機能を利用し

たリアルサービスとの連携を実現するためのソリューション提供が順次始まっている段階にあり、当業界において

これまで培ってきたポジショニングを生かし、徐々に当社の技術を収益として実現していくフェーズに入ってきて

いる状況にあるといえます。 

 そのような中、当社におきましては従来の受託開発型から、先進的な開発をベースとしたパッケージソフトウェ

アの開発販売型の事業モデルへと転換している最中にあり、その過程における開発者稼働率の低下等の理由によ

り、売上規模の縮小、利益率の低下に見舞われ、大幅な未達という結果となりました。 

 また、当社が保有する投資有価証券のうち非上場有価証券につきまして、金融商品に係る会計基準に基づき厳格

に評価した結果、投資有価証券評価損として合計1,426百万円を計上いたしました。 

 事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

（システムソリューション事業） 

 システムソリューション事業につきましては、エンターテイメント系の開発が徐々に減少していく中、非接触

ＩＣ等携帯電話の新機能を利用した新たなサービスを実現するためのソリューション提供のほか、子会社のシス

テム開発事業が売上高に寄与しております。しかしながら当中間連結会計期間におきましては、開発者稼働率が

悪化したことの影響により、売上高、利益率ともに予定数値に大きく届かない結果となりました。一方、受注環

境は引き続き好調であり、札幌拠点の開発リソースを拡充していくことにより今後規模の拡大を目指していく方

針であります。この結果、当中間連結会計期間における当事業の売上高は538百万円（前年同期比 0.6%減）、営

業利益は31百万円（前年同期比 104.2%増）となりました。 

（プロダクツ事業） 

 プロダクツ事業に関しましては、ソフトウェアプロダクト販売につきまして、受託偏重であった営業体制から

パッケージ販売への舵取りが遅れたことに加え、商品性の難しさも手伝い、当初の計画通りに販売が進まない結

果となりました。しかしながら、子会社のWinnow Technologies Inc.及び株式会社コネクトリプロにおいて、当

中間連結会計期間に第１号案件の開発製品の売上を計上するとともに、それぞれ新たな製品開発にも着手してお

り、今後これまでの開発の成果が徐々に表れていくものと考えております。当社グループとしましては、ソフト

ウェアプロダクトの販売を強化することにより、当事業の業容拡大を図っていく方針であります。当中間連結会

計期間における当事業の売上高は139百万円（前年同期比 58.3%減）、営業損失は136百万円（前年同期は122百万

円の利益）となりました。 

（コンサルティング事業） 

 コンサルティング事業につきましては、当社開発リソース逼迫の影響により他の事業へのリソース配分を優先

した結果、当事業の売上高は10百万円（前年同期比 88.0%減）、営業損失は1百万円（前年同期は27百万円の利

益）となりました。 

（サービス事業） 

 サービス事業につきましては、子会社の株式会社インクルーズによるモバイル向け広告事業を中心としたもの

であり、当事業の売上高は422百万円（前年同期比36.5％増）、営業損失は9百万円（前年同期は0百万円の損失）

となりました。携帯電話向け広告需要は一段と増加基調にあると見込まれることから、当社グループといたしま

しては、今後ともこの事業の強化を重要課題として取り組んでいく方針であります。 

 この結果、当中間連結会計期間の業績は、売上高1,110百万円（前年同期比12.9%減）、経常損失541百万円（前

年同期は172百万円の損失）、中間純損失1,594百万円（前年同期は166百万円の損失）となりました。 



(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前中間純損失1,563

百万円等の減少要因に対し、投資有価証券評価損1,426百万円及び投資有価証券の売却による収入676百万円等によ

り、前連結会計年度末に比べ413百万円増加し（前年同期は1,336百万円の減少）、当中間連結会計期間末には

2,020百万円となりました。 

 当中間連結会計期間におけるキャッシュ・フローは次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間において営業活動の結果使用した資金は153百万円（前年同期は179百万円の減少）となり

ました。これは、税金等調整前中間純損失1,563百万円に対し、投資有価証券評価損が1,426百万円を占めている

こと等の要因によるものであります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

 当中間連結会計期間において投資活動の結果得られた資金は598百万円（前年同期は1,207百万円の減少）とな

りました。これは主に、有形固定資産の取得による支出34百万円及び無形固定資産の取得による支出32百万円等

の減少要因に対し、投資有価証券の売却による収入676百万円の増加要因があったことによるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間において財務活動の結果使用した資金は33百万円（前年同期は43百万円の増加）となり

ました。これは主に、短期借入金の返済による支出20百万円及び長期借入金の返済による支出15百万円等によ

るものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(2）受注状況 

 当中間連結会計期間の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１．当中間連結会計期間の主要な販売先及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、当該割合が100分の10 

   以上の相手先がないため、主要な販売先及び当該販売実績の総販売実績に対する割合の記載を省略してお 

   ります。 

 ２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年９月１日 

 至 平成19年２月28日） 

前年同期比（％） 

システムソリューション事業（千円） 433,379 89.1 

プロダクツ事業（千円） 190,519 148.1 

コンサルティング事業（千円） 8,850 8.5 

サービス事業（千円） 21,282 53.9 

合計（千円） 654,031 86.2 

事業の種類別セグメントの名称 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

システムソリューション事業 739,519 127.0 287,336 141.7 

プロダクツ事業 119,905 44.6 8,350 83.5 

コンサルティング事業 4,586 2.2 ― ― 

サービス事業 422,432 139.0 5,253 ― 

合計 1,286,444 94.2 300,939 88.1 

事業の種類別セグメントの名称 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年９月１日 

至 平成19年２月28日） 

前年同期比（％） 

システムソリューション事業（千円） 538,595 99.4 

プロダクツ事業（千円） 139,055 41.7 

コンサルティング事業（千円） 10,886 12.0 

サービス事業（千円） 422,123 136.5 

合計（千円） 1,110,661 87.1 



３【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

携帯電話を中心としたモバイルインターネット関連業界の技術進歩は著しく、当該技術を利用したサービスも急激

に変化していくなか、当社は次代のネットワーク社会を牽引する存在であり続けるために、従来の受託開発型から、

先進的な開発をベースとしたパッケージソフトウェアの開発販売型の事業モデルへと転換を図っている最中でありま

す。 

具体的には当社研究開発部門が、携帯電話に搭載されている様々なファンクションを利用したソリューションに関

する調査研究を行うとともに、当社独自のソフトウエアプロダクトの開発を進めております。 

  当中間連結会計期間における主な活動内容としては、携帯電話の非接触IC機能を利用した認証、決済システムを中

心とした無線ネットワークに関する研究開発のほか、携帯電話サイト開発用ソフトウエアパッケージや３Ｇ携帯電話

向け動画変換システムを利用した応用ソフトウエアパッケージ等の開発に取り組み、今後新たなサービスの提供や開

発効率の向上及びプロダクト事業の売上として寄与していくものと考えております。結果、当中間連結会計期間にお

ける研究開発費の総額は93,647千円となりました。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

 前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは、次の通りであります。

 （注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．上記設備の一部につき、平成18年９月より株式会社コネクトリプロへ事務所として、転貸しております。 

３．完成後の増加能力については、合理的に算定できないため記載しておりません。 

  

会社名 

事業所名 
所在地  

事業の種類別セ

グメントの名称  
設備の内容  

投資額 

（千円） 
完了年月  完成後の増加能力 

当社コネクト・ 

テストラボ  

東京都 

新宿区 

システムソリ

ューション事

業、 

コンサルティ

ング事業  

事業所設備及び

検証センター  
34,919 平成18年９月  ―  



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 「提出日現在発行数」欄には、平成19年５月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の権利行使によ

り発行された株式数は含まれておりません。 

(2）【新株予約権等の状況】 

   新株予約権及び新株引受権付社債に関する事項は以下のとおりであります。 

① 旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づく特別決議による新株引受権（ストックオプション） 

（平成14年２月21日臨時株主総会決議） 

 （注）１．会社が株式分割又は株式併合を行う場合には、各対象者により付与される新株予約権の目的たる株式の数

は次の算式により調整するものとし、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるもの

とする。 

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 100,000 

計 100,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年２月28日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年５月25日） 

上場証券取引所名又は登
録証券業協会名 

内容 

普通株式 45,332.41 45,341.41  
東京証券取引所 

（マザーズ） 
－ 

計 45,332.41 45,341.41  － － 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年２月28日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年４月30日） 

新株予約権の数 － － 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －  － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数     200株 （注）３ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 13,334円 （注）３ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成16年３月１日から 

平成21年２月28日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

発行価格  13,334円 

資本組入額 10,000円 

（注）３ 

同左 

新株予約権の行使の条件 （注）４  同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡、質入その他 

一切の処分が不可 
 同左 

代用払込みに関する事項 －  －   

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －  －   



２．会社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により発行価額を調整し、調整による生ずる１円未満

の端数は切り上げるものとする。 

３．新株引受権の目的となる株式の数は、本株主総会決議における新株発行予定数から、退職により権利を喪

失した者の新株引受権の目的となる株式の数及び権利行使により発行した株式の数を減じている。 

 なお、平成15年11月27日及び平成16年７月20日をもってそれぞれ株式の分割（１：３）を行ったことに

伴い、新株引受権の行使時の払込金額、行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額

が調整されている。 

４．新株引受権の行使の条件 

(1）新株引受権の行使にあたっては下記の条件に従うものとする。 

① 対象者は以下の期間区分に対応して計算される株式数について権利行使できるものとする。ただし計

算の結果生じる単位株未満の株式数は切り捨てるものとする。 

権利行使開始日から平成16年８月31日まで  付与された権利の25％以下 

平成16年９月１日から平成17年８月31日まで 付与された権利の50％以下 

平成17年９月１日以降           付与された権利の全部 

② 前項の規定により、付与株式数の全部を行使する場合には、単位株未満の株式についても併せて行使

できるものとする。 

③ 本新株引受権の行使に係る権利行使価額の年間の合計額は1,000万円を超えることができない。 

(2）新株引受権の行使期間終了時までに、下記の事由が生じた場合は、直ちに新株引受権を喪失する。 

① 対象者が新株引受権の行使期間到来前に死亡したとき。 

② 死亡以外の事由により対象者が当社の取締役及びその他の使用人でなくなったとき。 

③ 会社の就業規則により懲戒解雇または論旨解雇の処分を受けたとき。 

④ 自己都合により会社を退職したとき。 

(3）権利行使が可能になった新株引受権につき、対象者が死亡した場合には、その日から１年以内に限り、

相続人がそれを行使することができる。 

(4）このほかの条件等については、本株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と付与対象者との間で

締結する「新株引受権割当契約書」に定めるものとする。 

       
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 ×
時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



② 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく特別決議による新株予約権 

（平成15年２月21日臨時株主総会決議） 

 （注）１．会社が株式分割又は株式併合を行う場合には、各対象者により付与される新株予約権の目的たる株式の数

は次の算式により調整するものとし、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるもの

とする。ただし、本項による調整は、当該株式分割又は株式併合の時点で対象者が新株予約権を行使して

いない目的たる株式の数においてのみ行われるものとする。                    

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率 

２．会社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により発行価額を調整し、調整による生ずる１円未満

の端数は切り上げるものとする。 

３．新株予約権の目的となる株式の数は、本株主総会決議における新株発行予定数から、退職により権利を喪

失した者の新株予約権の目的となる株式の数及び権利行使により発行した株式の数を減じている。 

 なお、平成15年11月27日及び平成16年７月20日をもってそれぞれ株式の分割（１：３）を行ったことに

伴い、新株予約権の行使時の払込金額、行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額

が調整されている。 

４．新株予約権の行使の条件 

(1）新株予約権の行使にあたっては下記の条件に従うものとする。 

① 対象者は以下の期間区分に対応して計算される株式数について権利行使できるものとする。ただし計

算の結果生じる単位株未満の株式数は切り捨てるものとする。 

権利行使開始日から平成17年８月31日まで  付与された権利の25％以下 

平成17年９月１日から平成18年８月31日まで 付与された権利の50％以下 

平成18年９月１日以降           付与された権利の全部 

② 前項の規定により、付与株式数の全部を行使する場合には、単位株未満の株式についても併せて行使

できるものとする。 

③ 本新株予約権の行使に係る権利行使価額の年間の合計額は1,200万円を超えることができない。 

(2）新株予約権の行使期間終了時までに、下記の事由が生じた場合は、直ちに新株予約権を喪失する。 

① 対象者が新株予約権の行使期間到来前に死亡したとき。 

② 死亡以外の事由により対象者が当社の取締役及びその他の使用人でなくなったとき。 

③ 会社の就業規則により懲戒解雇または論旨解雇の処分を受けたとき。 

④ 自己都合により会社を退職したとき。 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年２月28日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年４月30日） 

新株予約権の数  28個 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数  － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数     252株（注）３ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 16,112円（注）３ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年３月１日から 

平成22年２月28日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

発行価格  16,112円 

資本組入額 10,000円 

（注）３ 

同左 

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡、質入その他 

一切の処分が不可 
同左 

代用払込みに関する事項  －  － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －  － 

       
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 ×
時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



(3）権利行使が可能になった新株予約権につき、対象者が死亡した場合には、その日から１年以内に限り、

相続人がそれを行使することができる。 

(4）このほかの条件等については、本株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と付与対象者との間で

締結する「新株予約権割当契約書」に定めるものとする。 

（平成15年７月24日臨時株主総会決議） 

 （注）１．会社が株式分割又は株式併合を行う場合には、各対象者により付与される新株予約権の目的たる株式の数は

次の算式により調整するものとし、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとす

る。ただし、本項による調整は、当該株式分割又は株式併合の時点で対象者が新株予約権を行使していない

目的たる株式の数においてのみ行われるものとする。 

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率 

２．会社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により発行価額を調整し、調整による生ずる１円未満の

端数は切り上げるものとする。 

３．新株予約権の目的となる株式の数は、本株主総会決議における新株発行予定数から、退職により権利を喪

失した者の新株予約権の目的となる株式の数及び権利行使により発行した株式の数を減じている。 

 なお、平成15年11月27日及び平成16年７月20日をもってそれぞれ株式の分割（１：３）を行ったことに

伴い、新株予約権の行使時の払込金額、行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額

が調整されている。 

４．新株予約権の行使の条件 

(1) 新株予約権の行使にあたっては下記の条件に従うものとする。 

① 新株予約権は全部又は一部を行使することができる。ただし、１個の新株予約権をさらに分割して行

使することはできないものとする。 

② 当社普通株式に係る株式が店頭売買有価証券として日本証券業協会に登録され、またはいずれかの証

券取引所に上場されていることを要する。 

(2) 新株予約権の行使期間終了時までに、下記の事由が生じた場合は、直ちに新株予約権を喪失する。 

① 対象者が新株予約権の行使期間到来前に死亡したとき。 

② 対象者が破産宣告を受けた場合。 

(3) このほかの条件等については、本株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と付与対象者との間で

締結する「新株予約権割当契約書」に定めるものとする。 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年２月28日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年４月30日） 

新株予約権の数   178個  176個 

新株予約権のうち自己新株予約権の数  －   －   

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 1,602株（注）３ 1,584株（注）3  

新株予約権の行使時の払込金額 26,667円（注）３ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成15年８月26日から 

平成25年７月23日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

発行価格  26,667円 

資本組入額 20,000円 

（注）３ 

同左 

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡、質入その他 

一切の処分が不可 
同左 

代用払込みに関する事項  －  －   

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －  －  

       
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 ×
時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



  （平成16年11月25日定時株主総会決議） 

 （注）１．会社が株式分割又は株式併合を行う場合には、各対象者により付与される新株予約権の目的たる株式の数

は次の算式により調整するものとし、調整の結果１株未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるも

のとする。ただし、本項による調整は、当該株式分割又は株式併合の時点で対象者が新株予約権を行使し

ていない目的たる株式の数においてのみ行われるものとする。                   

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率 

２．会社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により発行価額を調整し、調整により生ずる１円未満

の端数は切り上げるものとする。 

３．新株予約権の目的となる株式の数は、本株主総会決議における新株発行予定数から、退職により権利を喪

失した者の新株予約権の目的となる株式の数及び権利行使により発行した株式の数を減じている。 

４．新株予約権の行使の条件 

 （1）新株予約権の行使にあたっては下記の条件に従うものとする。 

  ① 新株予約権は全部又は一部を行使することができる。ただし、１個の新株予約権をさらに分割して行

使することはできないものとする。 

  ② 当社普通株式に係る株式が店頭売買有価証券として日本証券業協会に登録され、またはいずれかの証

券取引所に上場されていることを要する。 

 （2）新株予約権の行使期間終了時までに、下記の事由が生じた場合は、直ちに新株予約権を喪失する。 

   ① 対象者が新株予約権の行使期間到来前に死亡したとき。 

   ② 対象者が破産宣告を受けた場合。 

 （3）このほかの条件等については、本株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と付与対象者との間で

締結する「新株予約権割当契約書」に定めるものとする。 

  

 
中間会計期間末現在 
（平成19年２月28日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年４月30日） 

新株予約権の数   360個 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数  － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数    360株（注）３ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 564,624円 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年９月１日から 

平成26年11月25日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

発行価格  564,624円 

資本組入額 282,312円 

 （注）３ 

同左 

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡、質入その他 

一切の処分が不可 
同左 

代用払込みに関する事項  －  －   

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －  －   

       
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 × 
時価 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 



(3）【ライツプランの内容】 

         該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）新株予約権の行使による増加であります。 

  

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額 
（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成18年９月１日～ 

平成19年２月28日 
227 45,332.41 2,540 3,264,399 1,321 3,535,039 



(5）【大株主の状況】 

（注）上記の他、自己株式が372.41株あります。 

  

平成19年２月28日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

加来 徹也 神奈川県相模原市 9,896 21.82 

株式会社第一興商  東京都品川区北品川５丁目５－26 900 1.98 

バンダイネットワークス株

式会社 
東京都港区東新橋１丁目６－１ 900 1.98 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２－10 674 1.48 

安藤 達也 神奈川県川崎市高津区 405 0.89 

ユービーエスエイジーロン

ド ンアジアエクイティ－

ズ 

（常任代理人 ＵＢＳ証券

会社） 

1 FINSBURY AVENUE,LONDON EC2M 2PP 

（東京都千代田区大手町1丁目5－１） 
403 0.88 

バンクオブニューヨークジ

ーシーエムクライアントア

カウンツイーアイエスジー 

（常任代理人 株式会社三

菱東京UFJ銀行） 

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET 

LONDON EC4A 2BB,UNITED KINGDOM   

（東京都千代田区丸の内２丁目７－１） 

  

  

373 0.82 

伊藤 広明 東京都町田市 326 0.71 

小林 真人 千葉県浦安市 313 0.69 

バークレイズバンクピーエ

ルシーバークレイズキャピ

タルセキュリティーズエス

ビーエルピービーアカウン

ト 

（常任代理人 スタンダー

ドチャータード銀行） 

  

 54 LOMBARD STREET LONDON EC3P 3AH,UNITED  

 KINGDOM BARCLAYS BANK PLC SUB- 

 ACCOUNT BARCLAYS CAPITAL SECURITIES 

 LIMITED SBL/PB 

 (東京都千代田区永田町２丁目11－1） 

312 0.68 

計 － 14,502 31.93 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）1. 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が１株含まれております。また、 

     「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。  

    2. 「端株」欄は、すべて当社保有の自己株式であります。 

②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。。 

  平成19年２月28日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式      372  － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   44,960  44,960 － 

端株 普通株式       0.41  － － 

発行済株式総数       45,332.41  － － 

総株主の議決権 － 44,960 － 

  平成19年２月28日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社コネクト

テクノロジーズ 

東京都新宿区新宿

４丁目３－17 
372 － 372 0.82 

計 － 372 － 372 0.82 

月別 平成18年９月 10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 

最高（円） 296,000 249,000 220,000 265,000 216,000 194,000 

最低（円） 221,000 163,000 160,000 188,000 160,000 162,000 

役名 職名 氏名 退任年月日 

 取締役            －  磯 真査彦 平成19年4月27日 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省

令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年９月１日から平成18年２月28日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成18年９月１日から平成19年２月28日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年９月１日から平成18年２月28日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年９月１日から平成19年２月28日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年９月１日から平成18年２月

28日まで）及び当中間連結会計期間（平成18年９月１日から平成19年２月28日まで）の中間連結財務諸表並びに

前中間会計期間（平成17年９月１日から平成18年２月28日まで）及び当中間会計期間（平成18年９月１日から平

成19年２月28日まで）の中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

   
前中間連結会計期間末 
（平成18年２月28日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年２月28日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成18年８月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                     

Ⅰ 流動資産                     

１．現金及び預金     1,890,336     2,020,241     1,606,648   

２．受取手形及び売掛
金 

    360,081     261,909     587,050   

３．たな卸資産     147,647     228,857     127,710   

４．その他     76,754     84,017     108,433   

貸倒引当金     △16,734     △3,334     △18,649   

流動資産合計     2,458,086 38.8   2,591,690 63.3   2,411,194 40.6 

Ⅱ 固定資産                     

１．有形固定資産 ※   284,095     186,216     181,414   

２．無形固定資産                     

 (1) 連結調整勘定   226,277     ―     205,706     

（2）のれん   ―     194,927     ―     

 (3) その他   197,475 423,753   112,608 307,536   193,026 398,733   

３．投資その他の資産                     

(1) 投資有価証券   3,046,986     878,010     2,820,571     

(2) その他   124,362     147,517     129,104     

貸倒引当金   ― 3,171,348   △13,466 1,012,061   ― 2,949,675   

固定資産合計     3,879,197 61.2   1,505,814 36.7   3,529,823 59.4 

資産合計     6,337,283 100.0   4,097,505 100.0   5,941,017 100.0 

                      

 



   
前中間連結会計期間末 
（平成18年２月28日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年２月28日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成18年８月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）                     

Ⅰ 流動負債                     

１．買掛金     176,318     157,120     144,608   

２．短期借入金     90,000     70,000     90,000   

３．１年内返済予定長
期借入金 

    30,288     30,288     30,288   

４．賞与引当金     3,000     4,860     5,100   

５．その他     86,399     181,483     103,622   

流動負債合計     386,005 6.1   443,751 10.8   373,618 6.3 

Ⅱ 固定負債                     

１．長期借入金     104,807     74,519     89,663   

２．退職給付引当金     15,712     18,021     16,667   

３．その他     119,100     133,133     252,353   

固定負債合計     239,619 3.8   225,673 5.5   358,683 6.0 

負債合計     625,625 9.9   669,425 16.3   732,302 12.3 

                      

（少数株主持分）                     

少数株主持分     47,762 0.7   ― ―   ― ― 

                      

（資本の部）                     

Ⅰ 資本金     3,261,679 51.4   ― ―   ― ― 

Ⅱ 資本剰余金     3,536,507 55.8   ― ―   ― ― 

Ⅲ 利益剰余金     △1,352,155 △21.3   ― ―   ― ― 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    183,564 2.9   ― ―   ― ― 

Ⅴ 為替換算調整勘定     48,869 0.8   ― ―   ― ― 

Ⅵ 自己株式     △14,570 △0.2   ― ―   ― ― 

資本合計     5,663,895 89.4   ― ―   ― ― 

負債、少数株主持分
及び資本合計 

    6,337,283 100.0   ― ―   ― ― 

                      

 



   
前中間連結会計期間末 
（平成18年２月28日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年２月28日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成18年８月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

１．資本金     ―     3,264,399     3,261,859   

２．資本剰余金     ―     3,537,889     3,536,567   

３．利益剰余金     ―     △3,611,402     △2,016,645   

４．自己株式     ―     △14,570     △14,570   

株主資本合計     ― ―   3,176,316 77.5   4,767,211 80.2 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１．その他有価証券評
価差額金 

    ―     171,844     342,218   

２．為替換算調整勘定     ―     42,578     42,814   

評価・換算差額等合
計 

    ― ―   214,423 5.3   385,033 6.5 

Ⅲ 新株予約権     ― ―   4,321 0.1   ― ― 

Ⅳ 少数株主持分     ― ―   33,018 0.8   56,470 1.0 

純資産合計     ― ―   3,428,079 83.7   5,208,715 87.7 

負債純資産合計     ― ―   4,097,505 100.0   5,941,017 100.0 

            



②【中間連結損益計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     1,274,934 100.0   1,110,661 100.0   2,861,913 100.0 

Ⅱ 売上原価     870,205 68.3   789,474 71.1   2,007,711 70.2 

売上総利益     404,729 31.7   321,186 28.9   854,202 29.8 

Ⅲ 販売費及び一般
管理費 

※１   571,719 44.8   862,048 77.6   1,285,698 44.9 

営業損失     166,990 △13.1   540,861 △48.7   431,495 △15.1 

Ⅳ 営業外収益                     

１．受取利息   224     1,552     1,215     

２．受取配当金   600     ―     3,000     

３．為替差益   885     ―     1,071     

４．受取事務手数 
  料  

  ―     421     ―     

５．還付加算金   ―     385     ―     

６．その他   1,073 2,783 0.2 333 2,693 0.2 1,573 6,861 0.2 

Ⅴ 営業外費用                     

  １．支払利息   3,658     2,725     8,147     

２．創立費償却   971     ―     971     

３．新株発行費   3,277     ―     ―     

４．株式交付費   ―     80     3,278     

５．為替差損   ―     54     ―     

６．その他   390 8,298 0.6 ― 2,860 0.2 392 12,791 0.4 

経常損失     172,505 △13.5   541,029 △48.7   437,425 △15.3 

 Ⅵ 特別利益                     

 １．貸倒引当金戻
入益 

  166     1,848     ―     

 ２．持分変動利益   9,000     ―     10,625     

 ３．投資有価証券
売却益 

  ― 9,166 0.7 449,183 451,031 40.6 ― 10,625 0.4 

Ⅶ 特別損失                     

  １．固定資産除却
損 

※２ 2,654     ―     8,639     

２．関係会社出資
金評価損 

  9,496     ―     9,496     

３．固定資産臨時
償却費 

※３ 11,514     4,850     11,514     

４．事務所移転費
用 

  ―     ―     12,050     

５．減損損失 ※４ ―     31,499     99,999     

６．投資有価証券
評価損 

  ―     1,426,451     301,114     

７．投資有価証券
売却損 

  ―     1,413     ―     

８．棚卸資産廃棄
損 

  ― 23,665 1.9 9,270 1,473,486 132.7 ― 442,815 15.5 

税金等調整前
中間（当期）
純損失 

    187,003 △14.7   1,563,484 △140.8   869,615 △30.4 

法人税、住民
税及び事業税 

  8,720     3,290     6,192     

法人税等調整
額 

  △29,240 △20,520 △1.6 53,369 56,659 5.1 △35,668 △29,475 △1.1 

少数株主損失     237 0.1   25,386 2.3   9,403 0.3 

中間（当期）
純損失 

    166,245 △13.0   1,594,757 △143.6   830,735 △29.0 

                      



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

中間連結剰余金計算書 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

（資本剰余金の部）       

Ⅰ 資本剰余金期首残高     3,084,412 

Ⅱ 資本剰余金増加高       

１．新株予約権行使に
よる新株式の発行 

  452,095 452,095 

Ⅲ 資本剰余金中間期末
残高 

    3,536,507 

        

（利益剰余金の部）       

Ⅰ 利益剰余金期首残高     △1,185,909 

Ⅱ 利益剰余金減少高       

１．中間純損失   166,245 166,245 

Ⅲ 利益剰余金中間期末
残高 

    △1,352,155 

        



中間連結株主資本等変動計算書 

当中間連結会計期間（自 平成18年９月１日 至 平成19年２月28日） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年８月31日 残高（千円） 3,261,859 3,536,567 △2,016,645 △14,570 4,767,211 

中間連結会計期間中の変動額          

新株の発行（千円） 2,540 1,321     3,861 

中間純損失（千円）     △1,594,757   △1,594,757 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 
（千円） 

          

中間連結会計期間中の変動額合計 
（千円） 

2,540 1,321 △1,594,757 ― △1,590,895 

平成19年２月28日 残高（千円） 3,264,399 3,537,889 △3,611,402 △14,570 3,176,316 

 

評価・換算差額等 

新株予約権 少数株主持分 純資産合計 その他有価 
証券評価差 
額金 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年８月31日 残高（千円） 342,218 42,814 385,033 ― 56,470 5,208,715 

中間連結会計期間中の変動額            

新株の発行（千円）           3,861 

中間純損失（千円）           △1,594,757 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 
（千円） 

△170,373 △236 △170,610 4,321 △23,451 △189,740 

中間連結会計期間中の変動額合計 
（千円） 

△170,373 △236 △170,610 4,321 △23,451 △1,780,636 

平成19年２月28日 残高（千円） 171,844 42,578 214,423 4,321 33,018 3,428,079 



前連結会計年度（自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成17年８月31日 残高（千円） 2,806,287 3,084,412 △1,185,909 △14,127 4,690,663 

連結会計年度中の変動額          

新株の発行（千円） 455,571 452,155     907,726 

当期純損失（千円）     △830,735   △830,735 

自己株式の取得（千円）       △443 △443 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 
（千円） 

          

連結会計年度中の変動額合計 
（千円） 

455,571 452,155 △830,735 △443 76,547 

平成18年８月31日 残高（千円） 3,261,859 3,536,567 △2,016,645 △14,570 4,767,211 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

平成17年８月31日 残高（千円） 187,063 41,550 228,613 ― 4,919,277 

連結会計年度中の変動額          

新株の発行（千円）         907,726 

当期純損失（千円）         △830,735 

自己株式の取得（千円）         △443 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 
（千円） 

155,154 1,264 156,419 56,470 212,889 

連結会計年度中の変動額合計 
（千円） 

155,154 1,264 156,419 56,470 289,437 

平成18年８月31日 残高（千円） 342,218 42,814 385,033 56,470 5,208,715 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日）

当中間連結会計期間 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー         

税金等調整前中間（当期）純損失   △187,003 △1,563,484 △869,615 

減価償却費   53,482 52,571 112,041 

固定資産臨時償却費   11,514 4,850 11,514 

減損損失    ― 31,499 99,999 

連結調整勘定償却額   20,570 ― 41,141 

のれん償却額   ― 30,013 ― 

貸倒引当金の増減額   △166 △1,848 1,747 

賞与引当金の増減額   △5,843 △240 △3,743 

退職給付引当金の増減額   1,056 1,354 2,011 

受取利息及び受取配当金   △957 △1,552 △4,215 

支払利息   3,658 2,725 8,147 

為替差損益   ― 54 ― 

新株発行費   3,277 ― ― 

株式交付費   ― 80 3,278 

投資有価証券売却益   ― △449,183 ― 

投資有価証券売却損   ― 1,413 ― 

投資有価証券評価損    ― 1,426,451 301,114 

関係会社出資金評価損   9,496 ― 9,496 

事務所移転費用   ― ― 7,131 

売上債権の増減額   187,289 311,674 △39,678 

たな卸資産の増減額   △95,754 △100,822 △75,935 

仕入債務の増減額   44,728 12,512 13,018 

未収消費税等及び未払消費税等の増
減額 

  △8,521 △183 △13,918 

その他   △63,277 79,724 △40,134 

小計   △26,451 △162,385 △436,597 

利息及び配当金の受取額   824 1,397 4,059 

利息の支払額   △4,426 △2,363 △8,649 

法人税等の支払額   △149,535 △3,327 △166,201 

法人税等の還付金   ― 13,553 ― 

  営業活動によるキャッシュ・フロー   △179,587 △153,125 △607,388 

 



   
前中間連結会計期間 

（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日）

当中間連結会計期間 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日）

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー         

 投資有価証券の取得による支出   △790,690 ― △797,890 

 投資有価証券の売却による収入   ― 676,619 200,000 

連結範囲の変更を伴う子会社株式の
取得による支出 

  △226,447 ― △226,447 

有形固定資産の取得による支出   △37,726 △34,653 △59,554 

無形固定資産の取得による支出   △40,344 △32,355 △63,324 

営業譲受による支出   △45,000 △5,000 △48,500 

敷金保証金の差入による支出   △43,217 △4,366 △62,338 

敷金保証金の回収による収入   ― ― 21,163 

その他   △23,577 △2,240 △23,817 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △1,207,002 598,004 △1,060,707 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー         

    短期借入金の増減額   △25,334 △20,000 △25,334 

    長期借入れによる収入   100,000 ― 100,000 

    長期借入金の返済による支出   △90,275 △15,144 △105,419 

少数株主の払込による収入   57,000 ― 76,500 

株式の発行による収入   7,359 3,861 7,599 

連結子会社の新株予約権の発行によ
る収入  

  ― 2,750 ― 

自己株式の取得による支出   △443 ― △443 

その他   △4,381 △4,825 △8,721 

  財務活動によるキャッシュ・フロー   43,925 △33,357 44,182 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   6,412 2,071 3,973 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額   △1,336,252 413,592 △1,619,939 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   3,226,588 1,606,648 3,226,588 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末（期
末）残高 

※ 1,890,336 2,020,241 1,606,648 

          



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

１．連結の範囲に関す

る事項 

(1）連結子会社の数 ７社 

連結子会社の名称 

Winnow Technologies Inc. 

(株)エスエス研究所 

(株)NTCホールディングス 

(株)インクルーズ 

(有)Mobile１ 

(有)１８ 

(株)コネクトリプロ 

(有)Mobile１及び(有)１８につ

いては、当中間連結会計期間にお

いて持分の取得によって子会社と

したため、連結の範囲に含めてお

ります。 

  (株)コネクトリプロについて

は、当中間連結会計期間において

新たに設立したため、連結の範囲

に含めております。 

 なお、スカイメディア(株)は、

平成18年２月13日に社名変更し、

(株)インクルーズとなっておりま

す。 

(1）連結子会社の数 ５社 

連結子会社の名称 

Winnow Technologies Inc. 

(株)エスエス研究所 

(株)インクルーズ 

(株)Mobile１ 

(株)コネクトリプロ 

なお、従来連結子会社であった

（有）Mobile１及び（有）１８

は、平成18年８月１日に新設合併

により消滅し、（株）Mobile１が

設立されたことから、（株）

Mobile１を連結の範囲に含めてお

ります。 

 また、従来連結子会社であっ

た、（株）NTCホールディングス

は、平成18年８月14日に連結子会

社（株）インクルーズに吸収合併

されております。 

 (1）連結子会社の数 ７社 

  連結子会社の名称 

  Winnow Technologies Inc. 

  (株)エスエス研究所 

  (株)NTCホールディングス 

  (株)インクルーズ 

  （有)Mobile１ 

  （有)１８ 

  （株)コネクトリプロ 

（有)Mobile１及び（有)１８

については、当連結会計年度に

おいて持分の取得によって子会

社としたため、連結の範囲に含

めております。 

（株)コネクトリプロについて

は、当連結会計年度において新

たに設立したため、連結の範囲

に含めております。 

  なお、スカイメディア(株)

は、平成18年２月13日に社名変

更し、(株)インクルーズとなっ

ております。 

  (2) 非連結子会社の名称等 

恒接信息科技（上海）有限公司

（連結の範囲から除いた理由）

恒接信息科技（上海）有限公

司は小規模会社であり、総資

産、売上高、中間純損失及び利

益剰余金等は、いずれも中間連

結財務諸表に重要な影響を及ぼ

してないためであります。 

(2) 非連結子会社の名称等 

 ――――― 

  

  

 (2) 非連結子会社の名称等 

恒接信息科技（上海）有限公司

 （連結の範囲から除いた理由） 

 恒接信息科技（上海）有限公

司は、小規模会社であり、総資

産、売上高、当期純損失及び利

益剰余金等は、いずれも連結財

務諸表に重要な影響を及ぼして

ないためであります。  

 なお、同社は平成18年６月29

日付で清算しております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

２．持分法の適用に関す

る事項 

(1）持分法を適用していない非連

結子会社 

恒接信息科技（上海）有限公司 

 恒接信息科技（上海）有限公司

は、中間純損失及び利益剰余金等

に及ぼす影響が軽微であり、かつ

全体としても重要性がないため、

持分法の適用から除外しておりま

す。 

(2）他の会社等の議決権の20%以

上、50%以下を自己の計算におい

て所有しているにも関わらず関連

会社としなかった当該他の会社等

の名称 

 スマートワイヤレス(株) 

（関連会社としなかった理由） 

 当社グループは、スマートワイ

ヤレス(株)の議決権の20.5％を所

有しておりますが、財務及び営業

又は事業の方針の決定に対する影

響力が一時的であると認められる

ためであります。 

 ――――― (1）持分法を適用していない非連

結子会社 

恒接信息科技（上海）有限公司 

 恒接信息科技（上海）有限公司

は、当期純損失及び利益剰余金等

に及ぼす影響が軽微であり、かつ

全体としても重要性がないため、

持分法の適用から除外しておりま

す。 

(2）他の会社等の議決権の20%以

上、50%以下を自己の計算におい

て所有しているにも関わらず関連

会社としなかった当該他の会社等

の名称 

 スマートワイヤレス(株) 

（関連会社としなかった理由） 

 当社グループは、スマートワイ

ヤレス(株)の議決権の20.5％を所

有しておりますが、財務及び営業

又は事業の方針の決定に対する影

響力が一時的であると認められる

ためであります。 

３．連結子会社の中間決

算日（決算日）等に

関する事項 

 連結子会社のうちWinnow  

Technologies Inc.の中間決算日は

12月31日、(株)インクルーズの中

間決算日は１月31日であります。

中間連結財務諸表の作成にあたっ

ては、同中間決算日現在の財務諸

表を使用し、中間連結決算日との

間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行ってお

ります。 

 また、(株)エスエス研究所の中

間決算日は９月30日、(有)Mobile

１の中間決算日は３月31日、(有)

１８の中間決算日は６月30日であ

ります。中間連結財務諸表の作成

にあたっては、中間連結決算日現

在で実施した仮決算に基づく財務

諸表を使用しております。 

 なお、(株)NTCホールディングス

及び(株)コネクトリプロの中間決

算日は、中間連結決算日と一致し

ております。 

 連結子会社のうちWinnow  

Technologies Inc.の中間決算日は

12月31日、(株)インクルーズ及び

（株）Mobile１の中間決算日は１

月31日であります。中間連結財務

諸表の作成にあたっては、中間決

算日現在の財務諸表を使用し、中

間連結決算日との間に生じた重要

な取引については、連結上必要な

調整を行っております。 

 なお、(株)エスエス研究所及び

(株)コネクトリプロの中間決算日

は、中間連結決算日と一致してお

ります。 

 連結子会社のうちWinnow  

Technologies Inc.の決算日は６

月30日、(株)インクルーズの決算

日は７月31日であります。連結財

務諸表の作成にあたっては、決算

日現在の財務諸表を使用し、連結

決算日との間に生じた重要な取引

については、連結上必要な調整を

行っております。 

 また、(株)エスエス研究所の決

算日は、平成18年６月22日付の定

時株主総会決議により、３月31日

から８月31日に変更しており連結

決算日と一致しております。当事

業年度は５ヶ月決算となっており

ますが、連結財務諸表の作成にあ

たっては、平成17年９月１日から

平成18年８月31日までの財務諸表

を使用しております。 

（有)Mobile１の決算日は９月30

日、（有）１８の決算日は12月31

日ですが、両社は平成18年８月１

日に新設合併により消滅し、(株)

Mobile１が設立されたことから、

７月31日を決算日として連結して

おります。 

(株)NTCホールディングスの決算

日は８月31日ですが、同社は平成

18年８月14日付で(株)インクルー

ズに吸収合併されているため、８

月13日を決算日として連結してお

ります。 

 なお、(株)コネクトリプロの決

算日は、連結決算日と一致してお

ります。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

４．会計処理基準に関す

る事項 

（イ）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

 ① 有価証券 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間連結決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定）を採用しております。 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採

用しております。 

（イ）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ① 有価証券 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間連結決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算

定）を採用しております。 

時価のないもの 

          同左 

  

（イ）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ① 有価証券 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

 連結決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）

を採用しております。 

時価のないもの 

      同左 

    ② たな卸資産 

a.商品 

 ――――― 

  ② たな卸資産 

a.商品 

 先入先出法による原価法を採

用しております。 

  ② たな卸資産 

a.商品 

同左 

   b.製品 

 ――――― 

  

 b.製品 

 先入先出法による原価法を

採用しております。 

b.製品 

          同左 

  

   c.原材料 

  移動平均法による原価法を

採用しております。 

 c.原材料 

  リサイクル用携帯電話につ

いては先入先出法、その他の

原材料については移動平均法

による原価法を採用しており

ます。 

 c.原材料 

   同左 

   d.仕掛品 

 個別法による原価法を採用し

ております。 

 d.仕掛品 

           同左 

  

 d.仕掛品 

        同左 

  （ロ）重要な減価償却資産の減価償却

の方法  

① 有形固定資産 

 当社及び国内連結子会社は定

率法を、また在外連結子会社は

当該国の会計基準の規定に基づ

く加速度償却法及び定額法を採

用しております。 

 主な耐用年数 

建物     ３～40年 

工具器具備品 ４～15年 

（ロ）重要な減価償却資産の減価償却

の方法  

  ① 有形固定資産 

               同左 

（ロ）重要な減価償却資産の減価償却

の方法  

  ① 有形固定資産 

        同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

   ② 無形固定資産 

 定額法を採用しております。

なお、市場販売目的のソフトウ

ェアについては、見込販売可能

期間（３年以内）、自社利用の

ソフトウェアについては、社内

における利用可能期間（５年）

に基づく定額法を採用しており

ます。また、営業権について

は、５年間で毎期均等額を償却

しております。 

 ② 無形固定資産 

 定額法を採用しております。

なお、市場販売目的のソフトウ

ェアについては、見込販売可能

期間（３年以内）、自社利用の

ソフトウェアについては、社内

における利用可能期間（５年）

に基づく定額法を採用しており

ます。また、のれんについて

は、毎期均等額を償却しており

ます。 

 ② 無形固定資産 

 定額法を採用しております。

なお、市場販売目的のソフトウ

ェアについては、見込販売可能

期間（３年以内）、自社利用の

ソフトウェアについては、社内

における利用可能期間（５年）

に基づく定額法を採用しており

ます。また、営業権について

は、５年間で毎期均等額を償却

しております。 

   ③ 長期前払費用 

定額法を採用しております。 

③ 長期前払費用 

    同左 

 ③ 長期前払費用 

         同左 

  （ハ）繰延資産の処理方法 

① 創立費 

 支出時に全額費用処理してお

ります。  

（ハ）繰延資産の処理方法 

 ① 創立費 

    ――――― 

（ハ）繰延資産の処理方法 

 ① 創立費 

  支出時に全額費用処理してお

ります。   

  ② 新株発行費 

 支出時に全額費用処理してお

ります。  

② 株式交付費  

 支出時に全額費用処理してお

ります。  

② 株式交付費  

同左 

  （ニ）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

（ニ）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

（ニ）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左  

  ② 賞与引当金  

 一部の連結子会社では従業

員の賞与の支給に備えるた

め、支給対象期間を基礎に当

中間連結会計期間の負担に属

する支給見込額を計上してお

ります。   

② 賞与引当金  

  同左   

 

  

② 賞与引当金  

 一部の連結子会社では従業

員の賞与の支給に備えるた

め、支給対象期間を基礎に当

連結会計年度の負担に属する

支給見込額を計上しておりま

す。 

  ③ 退職給付引当金  

 一部の連結子会社では従業

員の退職給付に備えるため、

当中間連結会計期間末の退職

給付債務（簡便法による期末

自己都合要支給額）を計上し

ております。 

③ 退職給付引当金  

同左 

③ 退職給付引当金  

 一部の連結子会社では従業

員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末の退職給付

債務（簡便法による期末自己

都合要支給額）を計上してお

ります。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

  （ホ）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。  

（ホ）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

 なお、在外連結子会社にお

いては、主として通常の売買

取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。  

（ホ）重要なリース取引の処理方法 

同左 

  

  

 

  

   

   （ヘ）その他の中間連結財務諸表作

成のための基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

 （ヘ）その他の中間連結財務諸表作

成のための基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

     同左 

 （ヘ）その他の連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な事項   

消費税等の会計処理 

     同左  

５．中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

（連結キャッシュ・

フロー計算書）にお

ける資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 



会計処理の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より固定資産

の減損に係る会計基準（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成

14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用しておりま

す。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

  当連結会計年度より固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年

８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）を適用しております。 

 これにより税金等調整前当期純損

失は、99,999千円増加しておりま

す。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の連結財務諸表規則に基

づき各資産の金額から直接控除して

おります。 

――――― ――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当連結会計年度より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は、5,152,244千円でありま

す。 

 なお、連結財務諸表規則の改正に

より、当連結会計年度における連結

貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の連結財務諸表規則によ

り作成しております。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

――――― （企業結合に係る会計基準等） 

 当中間連結会計期間から「企業結

合に係る会計基準」（企業会計審議

会 平成15年10月31日）及び「事業

分離等に関する会計基準」（企業会

計基準委員会 平成17年12月27日 

企業会計基準第７号）並びに「企業

結合会計基準及び事業分離等会計基

準に関する適用指針」（企業会計基

準委員会 平成17年12月27日 企業

会計基準適用指針第10号）を適用し

ております。 

 なお、中間連結財務諸表規則の改

正により、当中間連結会計期間にお

ける中間連結財務表は、改正後の中

間連結財務諸表規則により作成して

おります。 

 ――――― 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成18年２月28日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年２月28日） 

前連結会計年度末 
（平成18年８月31日） 

※ 有形固定資産の減価償却累計額 

77,459千円 

  

※ 有形固定資産の減価償却累計額 

      137,865千円 

  

※ 有形固定資産の減価償却累計額 

106,309千円 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主なものは次のとおりでありま

す。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主なものは次のとおりでありま

す。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主なものは次のとおりでありま

す。 

役員報酬 69,895千円

給与手当 125,930千円

支払手数料 93,005千円

研究開発費 84,814千円

賞与引当金繰入額 582千円

退職給付費用 169千円

連結調整勘定償却

額 

 

20,570千円

役員報酬  72,194千円

給与手当 309,635千円

支払手数料  56,259千円

研究開発費  93,647千円

賞与引当金繰入額 170千円

退職給付費用    170千円

のれん償却額  30,013千円

役員報酬 137,485千円

給与手当 346,070千円

支払手数料 134,788千円

研究開発費 177,910千円

貸倒引当金繰入額 4,127千円

賞与引当金繰入額 509千円

退職給付費用 220千円

連結調整勘定償却

額 

41,141千円

     

 ※２ 固定資産除却損の内容は次のと

おりであります。 

 ※２    ―――――  ※２ 固定資産除却損の内容は次のと

おりであります。 

ソフトウェア 2,654千円   工具器具備品 984千円

ソフトウェア 7,654千円

     

※３ 固定資産臨時償却費の内容は次

のとおりであります。 

 ※３ 固定資産臨時償却費の内容は次

のとおりであります。 

 ※３ 固定資産臨時償却費の内容は次

のとおりであります。 

ソフトウェア 11,514千円 ソフトウェア 4,850千円 ソフトウェア 11,514千円

      

     
 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

※４    ――――― ※４ 減損損失 

  当中間連結会計期間において、当

社は以下の資産について減損損失を

計上いたしました。 

（減損損失の認識に至った経緯） 

  当社が所有するサービス事業用イン

ターネットウェブサイトの営業権につ

いては、当初想定していた収益を見込

めなくなったため、当該資産の帳簿価

額を回収可能価額まで減損し、減損損

失31,499千円を特別損失に計上してお

ります。 

  

  

 （減損損失の金額） 

 （グルーピングの方法） 

 当社は、主として事業の区分をも

とに概ね独立したキャッシュ・フロ

ーを生み出す最小の単位によって資

産のグルーピングを行っており、現

在遊休状態にあり、今後も事業の用

に供する予定が極めて不透明なもの

については遊休資産としてグルーピ

ングしております。  

 （回収可能価額の算定方法等） 

 回収可能価額は、使用価値として 

備忘価額を付しております。  

用途 種類 場所 

サービス事業

用インターネ

ットウェブサ

イト営業権 

のれん 
東京都 

新宿区 

種類 金額 

のれん  31,499千円 

※４ 減損損失 

 当連結会計年度において、当社

は以下の資産について減損損失を

計上いたしました。 

（減損損失の認識に至った経緯） 

 当社が所有する賃貸リース用資産

としての音楽ダウンロード端末につ

いては、設置店舗数の伸び悩みか

ら、一部が遊休状態となっておりま

す。これらについては将来の見込み

が極めて不透明であるため、当該資

産の帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、減損損失99,999千円を特別損

失に計上しております。  

 （減損損失の金額） 

 （グルーピングの方法） 

      同左 

  

  

  

  

  

  

  

 （回収可能価額の算定方法等） 

 回収可能価額は正味売却可能価額

により算定しておりますが、特定の

相手先に対して賃貸する目的で製造

された機器であり、売却可能性がな

いため、備忘価額によっておりま

す。  

用途 種類 場所 

賃貸用音楽 

ダウンロード 

端末 

  

工具 

器具 

備品 

東京都 

新宿区 

種類 金額 

工具器具備品  99,999千円 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自平成18年９月１日 至平成19年２月28日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）発行済株式の増加は、新株予約権の権利行使によるものであります。 

２．新株予約権等に関する事項 

前連結会計年度（自平成17年９月１日 至平成18年８月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．転換社債型新株予約権付社債の権利行使により増加した普通株式の数2,097.9株と、新株予約権の権利行使に

より増加した普通株式の数485株であります。 

 ２．自己株式の増加は、端株の買取によるものであります。 

 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式        

普通株式（注） 45,105.41 227 ― 45,332.41 

   合 計 45,105.41 227 ― 45,332.41 

自己株式        

普通株式 372.41 ― ― 372.41 

   合 計 372.41 ― ― 372.41 

会社名 内訳 
目的となる 
株式の種類 

目的となる株式の数（株）  
当中間連結会
計期間末残高
（千円） 前連結会計

年度末 
増加 減少 

当中間連結
会計期間末 

連結子会社 新株予約権 普通株式 ― ― ― ― 4,321 

合計 ― ― ― ― 4,321 

 
前連結会計年度末 
株式数（株） 

当連結会計年度増 
加株式数（株） 

当連結会計年度減 
少株式数（株） 

当連結会計年度末 
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式（注）１ 42,522.51 2,582.9 ― 45,105.41 

   合 計 42,522.51 2,582.9 ― 45,105.41 

自己株式        

普通株式（注）２ 371.51 0.9 ― 372.41 

   合 計 371.51 0.9 ― 372.41 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

  （平成18年２月28日現在）

現金及び預金勘定 1,890,336千円 

現金及び現金同等物 1,890,336千円 

  （平成19年２月28日現在）

現金及び預金勘定 2,020,241千円 

現金及び現金同等物 2,020,241千円 

  （平成18年８月31日現在）

現金及び預金勘定 1,606,648千円 

現金及び現金同等物 1,606,648千円 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１. 借主側 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間連結会

計期間末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１. 借主側 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間連結会

計期間末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１. 借主側 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び期末残高相

当額 

 
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

中間連結
会計期間
末残高相
当額 
(千円) 

工具器具
備品 

24,769 13,264 11,505 

合計 24,769 13,264 11,505 

 
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

中間連結
会計期間
末残高相
当額 
(千円) 

工具器具
備品 

24,761 19,488 5,273 

合計 24,761 19,488 5,273 

 
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

工具器具
備品 

24,761 16,375 8,386 

合計 24,761 16,375 8,386 

② 未経過リース料中間連結会計期

間末残高相当額等 

未経過リース料中間連結会計期

間末残高相当額 

② 未経過リース料中間連結会計期

間末残高相当額等 

未経過リース料中間連結会計期

間末残高相当額 

② 未経過リース料期末残高相当額

等 

未経過リース料期末残高相当額 

 １年内 6,479千円

 １年超 5,627千円

 合 計 12,106千円

 １年内 3,417千円

 １年超 2,209千円

 合 計 5,627千円

 １年内 5,602千円

 １年超 3,291千円

 合 計 8,894千円

③ 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額、支払利息相当額及び

減損損失 

③ 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額、支払利息相当額及び

減損損失 

③ 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額、支払利息相当額及び

減損損失 

支払リース料 3,936千円

減価償却費相当額 3,589千円

支払利息相当額 245千円

支払リース料 3,375千円

減価償却費相当額 3,112千円

支払利息相当額 126千円

支払リース料 7,312千円

減価償却費相当額 6,700千円

支払利息相当額 431千円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってお

ります。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

     
 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

２. 貸主側 

① リース物件の取得価額、減価償

却累計額、減損損失累計額及び

中間連結会計期間末残高 

２. 貸主側 

① リース物件の取得価額、減価償

却累計額、減損損失累計額及び

中間連結会計期間末残高 

２. 貸主側 

① リース物件の取得価額、減価償

却累計額、減損損失累計額及び

期末残高 

 
取得価額 
(千円) 

減価償却
累計額 
(千円) 

中間連結
会計期間
末残高 
(千円) 

工具器具
備品 

100,000 20,957 79,042 

合計 100,000 20,957 79,042 

 
取得価額
(千円) 

減価償却
累計額 
(千円) 

中間連結
会計期間
末残高 
(千円) 

工具器具
備品 

100,000 50,124 49,875 

合計 100,000 50,124 49,875 

 
取得価額 
(千円) 

減価償却
累計額 
(千円) 

期末残高
(千円) 

工具器具
備品 

100,000 38,840 61,159 

合計 100,000 38,840 61,159 

② 未経過リース料中間連結会計期

間末残高相当額 

② 未経過リース料中間連結会計期

間末残高相当額 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 32,610千円

１年超 49,109千円

合 計 81,720千円

１年内 34,301千円

１年超 14,807千円

合 計 49,109千円

１年内 33,445千円

１年超 32,175千円

合 計 65,621千円

③ 受取リース料、減価償却費及び

受取利息相当額 

③ 受取リース料、減価償却費及び

受取利息相当額 

③ 受取リース料、減価償却費及び

受取利息相当額 

受取リース料 18,000千円

減価償却費 17,882千円

受取利息相当額 2,302千円

受取リース料 18,000千円

減価償却費 11,283千円

受取利息相当額 1,488千円

受取リース料 36,000千円

減価償却費 35,765千円

受取利息相当額 4,202千円

④ 利息相当額の算定方法 

 利息相当額の各期への配分方

法については、利息法によって

おります。 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損

損失はありません。 

④ 利息相当額の算定方法 

     同左 

  

  

（減損損失について） 

          同左 

④ 利息相当額の算定方法 

同左 

  

  

（減損損失について） 

     同左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年２月28日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間連結会計期間末（平成19年２月28日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（注）当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のない株式について、1,426,451千円の減損処理を行って

おります。 

前連結会計年度末（平成18年８月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

（注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について、51,540千円の減損処理を行っておりま

す。 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価のない株式について、249,574千円の減損処理を行っておりま

す。 

  取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表計上
額（千円） 

差額（千円） 

株式 115,000 424,500 309,500 

合計 115,000 424,500 309,500 

  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

 非上場株式 2,602,486 

非上場転換社債型新株予約権付社債 20,000 

  取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表計上
額（千円） 

差額（千円） 

株式 62,460 352,200 289,740 

合計 62,460 352,200 289,740 

  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

 非上場株式 505,810 

非上場転換社債型新株予約権付社債 20,000 

  取得原価（千円） 
連結貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 263,460 840,460 577,000 

合計 263,460 840,460 577,000 

  連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 1,960,111 

非上場転換社債型新株予約権付社債 20,000 



（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（自平成17年９月１日 至平成18年２月28日）、当中間連結会計期間（自平成18年９月１

日 至平成19年２月28日）及び前連結会計年度（自平成17年９月１日 至平成18年８月31日） 

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

（ストック・オプション等関係） 

当中間連結会計期間（自平成18年９月１日 至平成19年２月28日） 

１．当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名 

  販売費及び一般管理費の株式報酬費用 5,109千円 

  

２．ストック・オプションの内容及び規模 

（注）株式数に換算して記載しております。 

  

前連結会計年度（自平成17年９月１日 至平成18年８月31日） 

該当事項はありません。 

  

 会社名  連結子会社㈱コネクトリプロ  同左 

 決議年月日  平成18年５月10日臨時株主総会決議  同左  

 付与対象者の区分及び人数

 

 

 当社子会社取締役 １名 

 当社子会社従業員 ５名 

 

 当社子会社取締役 ５名  

 当社子会社監査役 １名   

 当社子会社従業員 ２名 

 株式の種類及び付与数

（注） 
 普通株式220株  普通株式500株 

 付与日  平成18年９月20日   同左  

 権利確定条件 

 ①同社株式が、証券取引所に上場さ

れた場合に限り、新株予約権の権利

行使ができるものとする。 

 ②新株予約権者は、権利行使期間到

来までの間、原則として同社又は同

社関係会社の取締役、監査役、従業

員の地位にあることを要するものと

する。  

 該当事項はありません 

 対象勤務期間  該当事項はありません   同左  

 権利行使期間 
 平成20年５月11日から平成27年５月

31日まで  

 平成18年10月１日から平成22年９月

30日まで  

 権利行使価格（円） 50,000 100,000 

 付与日における公正な評価

単価（円） 
23,227 5,442 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成17年９月１日 至平成18年２月28日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業の区分は、内部管理上採用している区分に基づき、市場及び事業形態を考慮して決定しております。 

 なお、各事業に含まれるプロジェクトの性質が変化してきたことを考慮し、当中間連結会計期間よりコン

テンツ＆ソリューション事業からシステムソリューション事業へ、リサーチ＆コンサルティング事業からコ

ンサルティング事業へ事業区分の名称を変更しております。この変更による影響額はありません。 

２．各区分に属する主な事業内容 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用 

 

システムソ
リューショ
ン事業 
（千円） 

  
プロダクツ 

事業 
（千円） 

コンサルテ
ィング事業 

（千円） 

 

サービス事業

（千円） 

計 

（千円） 

消去又 
は全社 

（千円） 

 
連結 

（千円） 

売上高               

(1）外部顧客に対す
る売上高 

541,994 333,246 90,470 309,223 1,274,934 ― 1,274,934 

(2）セグメント間の
内部売上高又は
振替高 

5,022 ― ― 2,070 7,092 △7,092 ― 

計 547,016 333,246 90,470 311,293 1,282,026 △7,092 1,274,934 

営業費用 531,624 210,308 62,683 312,229 1,116,846 325,078 1,441,924 

営業利益又は営

業損失（△） 
15,391 122,937 27,786 △936 165,179 △332,170 △166,990 

事業区分 事業内容 

システムソリューション事業 
主に携帯電話を利用したサービスを実現するためのシス

テム開発、サーバ構築、運用等 

プロダクツ事業 

当社が蓄積してきたノウハウを、ツール（開発を容易に

するユーティリティ・ソフト）やライブラリ（プログラ

ムの集合体）、エンジン（特定の処理を行う際の中心機

能）といったソフトウエア、プロダクツとして提供する

事業及びハードウエアの設計、開発、販売等 

コンサルティング事業 

移動体通信キャリア、端末メーカー、携帯電話向けのサ

ービス展開を検討している企業向けのコンサルティング

及びシステム開発等 

サービス事業 エンドユーザーに向けて直接通信サービスを提供 

  
当中間連結会計期間 

（千円） 
主な内容 

消去又は全社の項目に含めた配賦不能

営業費用の金額 
332,170

当社の管理部門に係る費用でありま

す。 



当中間連結会計期間（自平成18年９月１日 至平成19年２月28日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業の区分は、内部管理上採用している区分に基づき、市場及び事業形態を考慮して決定しております。 

２．各区分に属する主な事業内容 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用 

 

システムソ
リューショ
ン事業 
（千円） 

  
プロダクツ 

事業 
（千円） 

コンサルテ
ィング事業 

（千円） 

 

サービス事業

（千円） 

計 

（千円） 

消去又 
は全社 

（千円） 

 
連結 

（千円） 

売上高               

(1）外部顧客に対す
る売上高 

538,595 139,055 10,886 422,123 1,110,661 ― 1,110,661 

(2）セグメント間の
内部売上高又は
振替高 

1,649 2,000 4,800 3,573 12,023 △12,023 ― 

計 540,244 141,055 15,686 425,697 1,122,684 △12,023 1,110,661 

営業費用 508,815 278,046 16,975 435,503 1,239,341 412,181 1,651,522 

営業利益又は営

業損失（△） 
31,429 △136,990 △1,288 △9,806 △116,656 △424,205 △540,861 

事業区分 事業内容 

システムソリューション事業 
主に携帯電話を利用したサービスを実現するためのシス

テム開発、サーバ構築、運用等 

プロダクツ事業 

当社が蓄積してきたノウハウを、ツール（開発を容易に

するユーティリティ・ソフト）やライブラリ（プログラ

ムの集合体）、エンジン（特定の処理を行う際の中心機

能）といったソフトウエア、プロダクツとして提供する

事業及びハードウエアの設計、開発、販売等 

コンサルティング事業 

移動体通信キャリア、端末メーカー、携帯電話向けのサ

ービス展開を検討している企業向けのコンサルティング

及びシステム開発等 

サービス事業 エンドユーザーに向けて直接通信サービスを提供 

  
当中間連結会計期間 

（千円） 
主な内容 

消去又は全社の項目に含めた配賦不能

営業費用の金額 
418,452

当社の管理部門に係る費用でありま

す。 



前連結会計年度（自平成17年９月１日 至平成18年８月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業の区分は、内部管理上採用している区分に基づき、市場及び事業形態を考慮して決定しております。な

お、各事業に含まれるプロジェクトの性質が変化してきたことを考慮し、当連結会計年度よりコンテンツ＆

ソリューション事業からシステムソリューション事業へ、リサーチ＆コンサルティング事業からコンサルテ

ィング事業へ事業区分の名称を変更しております。この変更による影響額はありません。 

２．各区分に属する主な事業内容 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用 

 

システムソ
リューショ
ン事業 
（千円） 

  
プロダクツ 

事業 
（千円） 

コンサルテ
ィング事業 

（千円） 

 

サービス事業

（千円） 

計 

（千円） 

消去又は
全社 

（千円） 

 
連結 

（千円） 

売上高               

(1）外部顧客に対す
る売上高 

1,371,712 667,923 138,014 684,262 2,861,913 ― 2,861,913 

(2）セグメント間の
内部売上高又は
振替高 

7,627 19,000 ― 2,850 29,477 △29,477 ― 

計 1,379,339 686,923 138,014 687,112 2,891,390 △29,477 2,861,913 

営業費用 1,220,397 599,324 88,101 741,993 2,649,817 643,592 3,293,409 

営業利益又は営

業損失（△） 
158,942 87,599 49,913 △54,881 241,573 △673,069 △431,495 

事業区分 事業内容 

システムソリューション事業 
主に携帯電話を利用したサービスを実現するためのシス

テム開発、サーバ構築、運用等 

プロダクツ事業 

当社が蓄積してきたノウハウを、ツール（開発を容易に

するユーティリティ・ソフト）やライブラリ（プログラ

ムの集合体）、エンジン（特定の処理を行う際の中心機

能）といったソフトウエア、プロダクツとして提供する

事業及び、ハードウエアの設計、開発、販売等 

コンサルティング事業 

移動体通信キャリア、端末メーカー、携帯電話向けのサ

ービス展開を検討している企業向けのコンサルティング

及びシステム開発等 

サービス事業 エンドユーザーに向けて直接通信サービスを提供 

  
当連結会計年度 

（千円） 
主な内容 

消去又は全社の項目に含めた配賦不能

営業費用の金額 
654,069

当社の管理部門に係る費用でありま

す。 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成17年９月１日 至平成18年２月28日）、当中間連結会計期間（自平成18年９月

１日 至平成19年２月28日）及び前連結会計年度（自平成17年９月１日 至平成18年８月31日） 

 本邦の売上高の金額は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90%超であるため、所在地別セグメン

ト情報の記載を省略しております。 



【海外売上高】 

 前中間連結会計期間（自平成17年９月１日 至平成18年２月28日）、当中間連結会計期間（自平成18年９月

１日 至平成19年２月28日）及び前連結会計年度（自平成17年９月１日 至平成18年８月31日） 

 海外売上高は連結売上高の10%未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

 なお、潜在株式調整後１株当た

り中間純利益金額については、潜

在株式は存在するものの１株当た

り中間純損失であるため記載して

おりません。 

 １株当たり純資産額 126,641.07円 

 １株当たり中間純損

失金額 
3,726.23円 

同左 

 １株当たり純資産額   75,416.80円 

 １株当たり中間純損

失金額 
  35,517.98円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在

株式は存在するものの１株当たり

当期純損失であるため記載してお

りません。 

 １株当たり純資産額 115,177.72円 

 １株当たり当期純損

失金額 
18,595.51円 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日)

前連結会計年度 
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額       

中間（当期）純損失（千円） 166,245 1,594,757 830,735 

普通株主に帰属しない金額（千円） ―   ―  ― 

普通株式に係る中間（当期）純損失

（千円） 
166,245 1,594,757 830,735 

普通株式の期中平均株式数（株） 44,615 44,900 44,674 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権４種類（新株

予約権の目的となる株式

の数2,757株） 

新株予約権４種類（新株

予約権の目的となる株式

の数2,414株） 

新株予約権４種類（新株

予約権の目的となる株式

の数2,670株） 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

       ――――― ㈱インクルーズによる㈱スタイル

エイチの設立について 

 当社の連結子会社である㈱インク

ルーズは、平成19年３月29日の取締

役会決議に基づき、平成19年４月５

日付で㈱スタイルエイチを設立致し

ました。 

㈱スタイルエイチ 

（1）事業内容 情報提供サービス

業 

（2）資本金 10,000千円 

（3）発行済株式の総数 200株 

（4）議決権の所有割合  100％ 

  

       ――――― 



(2）【その他】 

   該当事項はありません。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 

（平成18年２月28日） 
当中間会計期間末 

（平成19年２月28日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成18年８月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金   1,568,246     1,847,506     1,339,500    

２．売掛金   214,566     107,467     418,281    

３．たな卸資産   107,599     48,654     42,940    

４．その他 ※２ 134,485     267,940     223,044    

  貸倒引当金   △1,287     △644     △2,534    

流動資産合計     2,023,611 26.4   2,270,924 42.2   2,021,233 27.3 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産 ※１ 224,645     106,161     105,139    

２．無形固定資産   185,578     96,913     179,723    

３．投資その他の
資産                    

（１）投資有価証
券   3,046,986     878,010     2,820,571    

（２）関係会社株
式   1,450,000     1,125,000     1,450,000    

（３）関係会社社
債   497,856     688,994     591,340    

 （４）その他   235,177     209,772     223,572    

計   5,230,019     2,901,776     5,085,483    

固定資産合計     5,640,243 73.6   3,104,851 57.8   5,370,345 72.7 

資産合計     7,663,854 100.0   5,375,776 100.0   7,391,578 100.0 

                     

 



   
前中間会計期間末 

（平成18年２月28日） 
当中間会計期間末 

（平成19年２月28日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成18年８月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．買掛金   99,150     37,723     47,964    

２．未払法人税等   9,252     10,517     9,294    

３．その他   21,099     45,339     22,755    

流動負債合計     129,502 1.7   93,580 1.8   80,014 1.1 

Ⅱ 固定負債                    

１. 関係会社事業
損失引当金   ―     701,098     ―    

２. その他   112,182     117,895     232,534    

固定負債合計     112,182 1.5   818,994 15.2   232,534 3.1 

負債合計     241,685 3.2   912,574 17.0   312,549 4.2 

                      

（資本の部）                    

Ⅰ 資本金     3,261,679 42.6   ― ―   ― ― 

Ⅱ 資本剰余金                    

１．資本準備金   3,533,657     ―     ―    

２．その他資本剰
余金   2,850     ―     ―    

資本剰余金合計     3,536,507 46.1   ― ―   ― ― 

Ⅲ 利益剰余金                    

１．中間未処分利
益   454,988     ―     ―    

利益剰余金合計     454,988 5.9   ― ―   ― ― 

Ⅳ その他有価証券
評価差額金     183,564 2.4   ― ―   ― ― 

Ⅴ 自己株式     △14,570 △0.2   ― ―   ― ― 

資本合計     7,422,169 96.8   ― ―   ― ― 

負債資本合計     7,663,854 100.0   ― ―   ― ― 

                     

 



   
前中間会計期間末 

（平成18年２月28日） 
当中間会計期間末 

（平成19年２月28日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成18年８月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

１．資本金     ―     3,264,399     3,261,859   

２．資本剰余金                     

(1）資本準備金   ―     3,535,039     3,533,717     

(2）その他資本
剰余金 

  ―     2,850     2,850     

資本剰余金合
計 

    ―     3,537,889     3,536,567   

３．利益剰余金                     

(1）その他利益
剰余金 

                    

繰越利益剰
余金 

  ―     △2,496,360     △47,045     

利益剰余金合
計 

    ― ―   △2,496,360     △47,045   

４．自己株式     ― ―   △14,570     △14,570   

株主資本合計     ― ―   4,291,357 79.8   6,736,811 91.2 

Ⅱ 評価・換算差額
等 

                    

１．その他有価証
券評価差額金 

    ― ―   171,844     342,218   

評価・換算差額
等合計 

    ― ―   171,844 3.2   342,218 4.6 

純資産合計     ― ―   4,463,202 83.0   7,079,029 95.8 

負債純資産合計     ― ―   5,375,776 100.0   7,391,578 100.0 

                     



②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

区分 
注記番
号 

金額（千円） 
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高     608,808 100.0   387,837 100.0   1,471,280 100.0 

Ⅱ 売上原価     382,018 62.8   278,887 71.9   1,011,330 68.7 

売上総利益     226,789 37.2   108,949 28.1   459,949 31.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費     347,722 57.1   429,069 110.6   678,321 46.1 

営業損失     120,933 △19.9   320,119 △82.5   218,371 △14.8 

Ⅳ 営業外収益 ※１   7,526 1.2   5,068 1.3   17,239 1.1 

Ⅴ 営業外費用 ※２   3,277 0.5   1,517 0.4   3,278 0.2 

経常損失     116,684 △19.2   316,568 △81.6   204,410 △13.9 

 Ⅵ 特別利益 ※３   1,048 0.2   451,073 116.3   ― ― 

 Ⅶ 特別損失 ※４,５   23,665 3.9   2,528,175 651.9   430,764 29.3 

税引前中間（当
期）純損失     139,302 △22.9   2,393,670 △617.2   635,175 △43.2 

法人税、住民税及
び事業税   1,348     2,505     4,153    

法人税等調整額   △32,194 △30,845 △5.1 53,139 55,644 14.3 △28,838 △24,684 △1.7 

中間（当期）純損
失     108,456 △17.8   2,449,315 △631.5   610,490 △41.5 

前期繰越利益     563,445     ―     ―  

中間未処分利益     454,988     ―     ―  

                     



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年９月１日 至 平成19年２月28日） 

前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日） 

 

株主資本 
評価・換算

差額等 

純資産
合計 

資本金 

資本剰余金 
利益 

剰余金 

自己 
株式 

株主 
資本 
合計 

その他 
有価証券 
評価 
差額金 

資本 
準備金 

その他 
資本 

剰余金 

資本 
剰余金 
合計 

その他 
利益 

剰余金 

繰越利益 
剰余金 

平成18年８月31日 
残高 
（千円） 

3,261,859 3,533,717 2,850 3,536,567 △47,045 △14,570 6,736,811 342,218 7,079,029

中間会計期間中の変
動額                  

新株の発行（千
円） 

2,540 1,321   1,321     3,861   3,861 

中間純損失（千
円） 

        △2,449,315   △2,449,315   △2,449,315

株主資本以外の項
目の中間会計期間
中の変動額（純
額） 
（千円） 

              △170,373 △170,373

中間会計期間中の変
動額合計 
（千円） 

2,540 1,321 ― 1,321 △2,449,315 ― △2,445,453 △170,373 △2,615,827

平成19年２月28日 
残高 
（千円） 

3,264,399 3,535,039 2,850 3,537,889 △2,496,360 △14,570 4,291,357 171,844 4,463,202

 

株主資本 
評価・換算

差額等 

純資産
合計 

資本金 

資本剰余金 
利益 

剰余金 

自己 
株式 

株主 
資本 
合計 

その他 
有価証券 
評価 

差額金 
資本 
準備金 

その他 
資本 
剰余金 

資本 
剰余金 
合計 

その他 
利益 

剰余金 

繰越利益 
剰余金 

平成17年８月31日 
残高 
（千円） 

2,806,287 3,081,562 2,850 3,084,412 563,445 △14,127 6,440,017 187,063 6,627,081

事業年度中の変動額                  

新株の発行（千
円） 

455,571 452,155   452,155     907,726   907,726

当期純損失（千
円） 

        △610,490   △610,490   △610,490

自己株式の取得           △443 △443   △443

株主資本以外の項
目の事業年度中の
変動額（純額） 
（千円） 

              155,154 155,154

事業年度中の変動額
合計 
（千円） 

455,571 452,155 ― 452,155 △610,490 △443 296,793 155,154 451,948

平成18年８月31日 
残高 
（千円） 

3,261,859 3,533,717 2,850 3,536,567 △47,045 △14,570 6,736,811 342,218 7,079,029



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

前事業年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

１．資産の評価基準及び評

価方法 

(1）有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法を採

用しております。 

(1）有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株式 

         同左 

(1）有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株式 

         同左 

  ② その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）を

採用しております。  

時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採

用しております。  

② その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）

を採用しております。     

時価のないもの 

         同左  

② その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）を採

用しております。  

時価のないもの 

     同左  

  (2）たな卸資産 

① 原材料 

 移動平均法による原価法を採

用しております。       

(2）たな卸資産 

① 原材料 

同左 

(2）たな卸資産 

① 原材料 

同左 

  ② 仕掛品 

 個別法による原価法を採用し

ております。 

② 仕掛品 

同左 

② 仕掛品 

同左 

２．固定資産の減価償却の

方法 

(1）有形固定資産 

定率法を採用しております。 

 主な耐用年数 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左  

  建物 ３～15年

工具器具備品 ４～15年

   

  (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。な

お、市場販売目的のソフトウェア

については、見込販売可能期間

（３年以内）、自社利用のソフト

ウェアについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づく定

額法を採用しております。また、

営業権については、５年間で毎期

均等額を償却しております。 

(2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。な

お、市場販売目的のソフトウェア

については、見込販売可能期間

（３年以内）、自社利用のソフト

ウェアについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づく定

額法を採用しております。また、

のれんについては、５年間で毎期

均等額を償却しております。 

(2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。な

お、市場販売目的のソフトウェア

については、見込販売可能期間

（３年以内）、自社利用のソフト

ウェアについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づく定

額法を採用しております。また、

営業権については、５年間で毎期

均等額を償却しております。 

  (3）長期前払費用 

 定額法を採用しております。 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 

３．繰延資産の処理方法 新株発行費 

 支出時に全額費用処理しており

ます。 

株式交付費 

 支出時に全額費用処理しており

ます。 

株式交付費 

同左 

４．引当金の計上基準  (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

 (1）貸倒引当金 

同左 

 (1）貸倒引当金 

同左 

   (2）       ─────  (2）関係会社事業損失引当金 

 関係会社の事業の損失に備

えるため、当社が負担すると

見込まれる損失見込額を計上

しております。 

 (2）     ───── 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

前事業年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

同左 同左 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

当中間会計期間
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

前事業年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月

９日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあり

ません。  

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より固定資産の減損に

係る会計基準（「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８

月９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10

月31日）を適用しております。 

 これにより税引前当期純損失は、

99,999千円増加しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の財務諸表等規則に基づ

き各資産の金額から直接控除してお

ります。     

 ──────  ────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

 当事業年度より「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号 平成17年12

月９日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日）を適用し

ております。 

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は純資産の部と同額でありま

す。 

 なお、財務諸表等規則の改正によ

り、当事業年度における貸借対照表

の純資産の部については、改正後の

財務諸表等規則により作成しており

ます。 

──────   （企業結合に係る会計基準等） 

 当中間会計期間から「企業結合に係

る会計基準」（企業会計審議会 平成

15年10月31日）及び「事業分離等に関

する会計基準」（企業会計基準委員会

平成17年12月27日 企業会計基準第７

号）並びに「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12月

27日 企業会計基準適用指針第10号）

を適用しております。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正に

より、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等規

則により作成しております。 

 ────── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年２月28日） 

当中間会計期間末 
（平成19年２月28日） 

前事業年度 
（平成18年８月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

           45,742千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

            84,084千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

             64,594千円 

      

※２ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費

税等は、相殺のうえ、金額的

に重要性が乏しいため、流動

資産の「その他」に含めて表

示しております。 

※２ 消費税等の取扱い 

同左 

※２     ───── 

前中間会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

前事業年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

   受取利息     1,730千円 

   受取配当金     600千円 

   有価証券利息   3,507千円 

   為替差益      958千円 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

   受取利息       3,376千円 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

   受取利息      4,160千円 

   有価証券利息     7,907千円 

      

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

   新株発行費     3,277千円 

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

賃貸原価         1,436千円 

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

   株式交付費      3,278千円 

      

※３ 特別利益の内訳 

   貸倒引当金戻入益  1,048千円 

※３ 特別利益の内訳 

   貸倒引当金戻入益  1,890千円 

 投資有価証券売却益 

                 449,183千円 

※３   ────── 

  

      

※４ 特別損失の内訳 

 関係会社出資金評価損   

                    9,496千円 

 固定資産除却損   2,654千円 

 固定資産臨時償却費 

          11,514千円 

※４ 特別損失の内訳 

 固定資産臨時償却費 

          4,850千円 

減損損失     31,499千円 

貸倒損失     12,861千円 

関係会社事業損失引当金繰入額

        701,098千円 

 関係会社株式評価損 

         350,000千円 

投資有価証券評価損 

              1,426,451千円 

投資有価証券売却損 

         1,413千円 

※４ 特別損失の内訳 

 関係会社出資金評価損  

            9,496千円 

 固定資産除却損  8,639千円 

固定資産臨時償却費 

         11,514千円 

 減損損失     99,999千円 

投資有価証券評価損   

        301,114千円 

      

 



前中間会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

前事業年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

※５    ────── 

  

  

※５ 減損損失 

  当中間会計期間において、当社は

以下の資産について減損損失を計上

いたしました。 

（減損損失の認識に至った経緯） 

  当社が所有するサービス事業用イ

ンターネットウェブサイトの営業権

については、当初想定していた収益

を見込めなくなったため、当該資産

の帳簿価額を回収可能価額まで減損

し、減損損失31,499千円を特別損失

に計上しております。 

用途 種類 場所 

サービス事業

用インターネ

ットウェブサ

イト営業権 

のれん 東京都新宿区

種類 金額 

のれん 31,499千円 

※５ 減損損失 

 当事業年度において、当社は以下

の資産について減損損失を計上いた

しました。 

（減損損失の認識に至った経緯） 

 当社が所有する賃貸リース用資産

としての音楽ダウンロード端末につ

いては、設置店舗数の伸び悩みか

ら、一部が遊休状態となっておりま

す。これらについては将来の利用見

込みが極めて不透明であるため、当

該資産の帳簿価額を回収可能価額ま

で減損し、減損損失99,999千円を特

別損失に計上しております。 

  

用途 種類 場所 

賃貸用音楽ダ

ウンロード端

末 

工具器具備品 東京都新宿区

種類 金額 

工具器具備品 99,999千円 

  （グルーピングの方法） 

 当社は、主として事業の区分をも

とに概ね独立したキャッシュ・フロ

ーを生み出す最小の単位によって資

産のグルーピングを行っており、現

在遊休状態にあり、今後も事業の用

に供する予定が極めて不透明なもの

については遊休資産としてグルーピ

ングしております。 

（グルーピングの方法） 

同左 

  （回収可能価額の算定方法等） 

  回収可能価額は、使用価値として

備忘価額を付しております。 

（回収可能価額の算定方法等） 

 回収可能価額は正味売却価額より

算定しておりますが、特定の相手先

に対して賃貸する目的で製造された

機器であり、売却可能性がないた

め、備忘価額によっております。 

      

  ６ 減価償却実施額 

 有形固定資産   25,181千円 

 無形固定資産   22,056千円 

 ６ 減価償却実施額 

   有形固定資産   19,490千円 

   無形固定資産   24,319千円 

 ６ 減価償却実施額 

   有形固定資産   51,877千円 

    無形固定資産   50,735千円 

      



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自平成18年９月１日 至平成19年２月28日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

前事業年度（自平成17年９月１日 至平成18年８月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）自己株式の増加は端株の買取によるものであります。 

 
前事業年度末株式数
（株） 

当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株） 

当中間会計期間末株
式数（株） 

普通株式 372.41 ― ― 372.41 

合計 372.41 ― ― 372.41 

 
前事業年度末株式数
（株） 

当事業年度増加株式
数（株） 

当事業年度減少株式
数（株） 

当事業年度末株式数
（株） 

普通株式（注） 371.51 0.9 ― 372.41 

合計 371.51 0.9 ― 372.41 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

前事業年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

 １．借主側 

 ①  リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

 １．借主側 

 ①  リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

 １．借主側 

 ①  リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び期末残高相

当額 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

中間期末
残高相当
額 
（千円） 

工具器具
備品 

15,991 9,945 6,046 

合計 15,991 9,945 6,046 

 
取得価額
相当額 
（千円）

減価償却
累計額相
当額 
（千円）

中間期末
残高相当
額 
（千円）

工具器具
備品 

15,991 13,143 2,848 

合計 15,991 13,143 2,848 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円）

工具器具
備品 

15,991 11,544 4,447 

合計 15,991 11,544 4,447 

 ②  未経過リース料中間期末残高相

当額等 

未経過リース料中間期末残高相

当額 

 ②  未経過リース料中間期末残高相

当額等 

未経過リース料中間期末残高相

当額 

 ②  未経過リース料期末残高相当額

等 

未経過リース料期末残高相当額

１年内 3,406千円

１年超 3,110千円

合計 6,516千円

１年内 2,346千円

１年超 763千円

合計   3,110千円

１年内    3,323千円

１年超 1,512千円

合計 4,836千円

 ③  支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失  

 ③  支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失  

 ③  支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失 

支払リース料 2,387千円

減価償却費相当額 2,074千円

支払利息相当額 196千円

支払リース料  1,825千円

減価償却費相当額 1,599千円

支払利息相当額 99千円

支払リース料 4,213千円

減価償却費相当額  3,673千円

支払利息相当額 341千円

 ④  減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

 ④  減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 ④  減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 ⑤  利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってお

ります。 

 ⑤  利息相当額の算定方法 

同左 

 ⑤  利息相当額の算定方法 

同左 

 



前中間会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

前事業年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日） 

  

 ２．貸主側 

 ①  リース物件の取得価額、減価償

却累計額、減損損失累計額及び

中間期末残高 

  

 ２．貸主側 

 ①  リース物件の取得価額、減価償

却累計額、減損損失累計額及び

中間期末残高 

  

 ２．貸主側 

 ①  リース物件の取得価額、減価償

却累計額、減損損失累計額及び

期末残高 

 
取得価額 
（千円） 

減価償却
累計額 
（千円） 

中間期末
残高 
（千円） 

工具器具
備品 

100,000 20,957 79,042 

合計 100,000 20,957 79,042 

 
取得価額
（千円）

減価償却
累計額 
（千円）

中間期末
残高 
（千円）

工具器具
備品 

100,000 50,124 49,875 

合計 100,000 50,124 49,875 

 
取得価額 
（千円） 

減価償却
累計額 
（千円） 

期末残高
（千円）

工具器具
備品 

100,000 38,840 61,159 

合計 100,000 38,840 61,159 

 ②  未経過リース料中間期末残高相

当額 

 ②  未経過リース料中間期末残高相

当額 

 ② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 32,610千円

１年超 49,109千円

合計 81,720千円

１年内 34,301千円

１年超 14,807千円

合計 49,109千円

１年内 33,445千円

１年超 32,175千円

合計  65,621千円

 ③  受取リース料、減価償却費及び

受取利息相当額 

 ③  受取リース料、減価償却費及び

受取利息相当額 

 ③  受取リース料、減価償却費及び

受取利息相当額 

受取リース料 18,000千円

減価償却費 17,882千円

受取利息相当額 2,302千円

受取リース料  18,000千円

減価償却費  11,283千円

受取利息相当額 1,488千円

受取リース料 36,000千円

減価償却費 35,765千円

受取利息相当額 4,202千円

 ④ 利息相当額の算定方法 

     利息相当額の各期への配分方

法については、利息法によって

おります。 

 ④ 利息相当額の算定方法 

同左 

 ④ 利息相当額の算定方法 

同左 

  （減損損失について） 

     リース資産に配分された減損

損失はありません。 

  （減損損失について） 

同左 

  （減損損失について） 

同左  



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成18年２月28日）、当中間会計期間末（平成19年２月28日）及び前事業年度末（平成18

年８月31日）  

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成17年９月１日 

  至 平成18年２月28日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年９月１日 

  至 平成19年２月28日） 

前事業年度 
（自 平成17年９月１日 

  至 平成18年８月31日） 

１株当たり純資産額  165,954.96円 

１株当たり中間純損失金額 

           2,430.94円 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式は

存在するものの１株当たり中間純損失

であるため記載しておりません。 

１株当たり純資産額   99,270.51円 

１株当たり中間純損失金額 

              54,550.46円 

同左 

１株当たり純資産額   158,250.73円 

１株当たり当期純損失金額 

            13,665.45円 

  なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式は

存在するものの１株当たり当期純損失

であるため記載しておりません。 

 
前中間会計期間 

(自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日) 

前事業年度 
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日) 

１株当たり中間（当期）純損失金額      

中間（当期）純損失（千円） 108,456 2,449,315 610,490

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― ―

普通株式に係る中間（当期）純損失 
（千円） 108,456 2,449,315 610,490

普通株式の期中平均株式数（株） 44,615 44,900 44,674

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり中間（当期）純利益の算定に含め
なかった潜在株式の概要 

新株予約権４種類（新株予約
権の目的となる株式の数2,757
株） 

新株予約権４種類（新株予約
権の目的となる株式の数2,414
株） 

新株予約権４種類(目的となる
株式の数2,670株） 
  



（重要な後発事象） 

前中間会計期間末（平成18年２月28日）、当中間会計期間末（平成19年２月28日）及び前事業年度末（平成18年８月

31日） 

該当事項はありません。 



(2）【その他】 

   該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第７期）（自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日）平成18年11月27日関東財務局長に提出。 

(2）半期報告書の訂正報告書  

 事業年度（第７期中）（自 平成17年９月１日 至 平成18年２月28日）平成18年12月５日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成18年５月25日

株式会社 コネクトテクノロジーズ    

  取締役会 御中  

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 渡邉 宣昭  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 土肥  真  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社コネクトテクノロジーズの平成17年９月１日から平成18年８月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成

17年９月１日から平成18年２月28日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計

算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社コネクトテクノロジーズ及び連結子会社の平成18年２月28日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間連結会計期間（平成17年９月１日から平成18年２月28日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成19年５月24日

株式会社 コネクトテクノロジーズ    

  取締役会 御中  

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 渡邉 宣昭  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 土肥  真  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社コネクトテクノロジーズの平成18年９月１日から平成19年８月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成

18年９月１日から平成19年２月28日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計

算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連

結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社コネクトテクノロジーズ及び連結子会社の平成19年２月28日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間連結会計期間（平成18年９月１日から平成19年２月28日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成18年５月25日

株式会社 コネクトテクノロジーズ    

  取締役会 御中  

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 渡邉 宣昭  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 土肥  真  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社コネクトテクノロジーズの平成17年９月１日から平成18年８月31日までの第７期事業年度の中間会計期間（平成17

年９月１日から平成18年２月28日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について

中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に

対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社コネクトテクノロジーズの平成18年２月28日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間

（平成17年９月１日から平成18年２月28日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成19年５月24日

株式会社 コネクトテクノロジーズ    

  取締役会 御中  

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 渡邉 宣昭  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 土肥  真  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社コネクトテクノロジーズの平成18年９月１日から平成19年８月31日までの第８期事業年度の中間会計期間（平成18

年９月１日から平成19年２月28日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株

主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社コネクトテクノロジーズの平成19年２月28日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間

（平成18年９月１日から平成19年２月28日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保管しております。 
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